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レジリエンス向上プログラムの実施による
労働者のメンタルヘルスへの影響

美　間　智　子

1. はじめに

　同じ環境で仕事をしていても、健康的に働き続ける人もいれば、精神的健康つまりメンタルヘ
ルスを損なう人もいる。メンタルヘルスを損なう人と損ないにくい人はどのように異なるのか、
メンタルヘルスを損なわずに働いていくために予防的な方策はあるのだろうか。
　また、近年は、企業の統廃合が増加していることにより配置転換や転職を強いられる労働者も
少なくなく、変化にさらされる人も多い。変化への対応や変化によるストレスの中でメンタルヘ
ルスを維持するためには、各人がどのような予防策を行っておくことができるのだろうか。その
一つとして、レジリエンスのトレーニングが考えられる。
　本研究では、日本における労働者のメンタルヘルスの現状と対策について概観し、レジリエン
ス向上プログラムの実施例を検討することで、日本の労働者のメンタルヘルスとレジリエンス向
上プログラムについて検討する。

2. 労働者のメンタルヘルスとレジリエンスについて

1）労働者のメンタルヘルス
　労働者のストレスの日本の現状は、職場におけるメンタルヘルスへの国の対策としてストレス
チェック制度が導入され、2015年 12月から従業員 50人以上の事業場において実施が義務化さ
れた（厚生労働省「ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等」，
2015）。経緯としては、2000年に「事業場における労働者の心の健康づくりのための指針」が
出され（労働省，2000）、2016年現在では、「労働者の心の健康の保持増進のための指針」とし
て職場における心の健康づくり計画の策定と 4つのメンタルヘルスケアの推進が行われている
（厚生労働省，2015）。4つのメンタルヘルスケアとは、①セルフケア、②ラインによるケア、③
事業場内産業保健スタッフ等によるケア、④事業場外資源によるケアである。ストレスを適切に
扱いながら、各個人が働く意欲を持って働いていくために、労働者のメンタルヘルスの向上が一
層重要視されていると考えられる。
　労働者のメンタルヘルスへの注目の高まりについては、平成 24年「労働安全衛生特別調査（労
働者健康状況調査）」の概況によれば、現在の仕事等にストレスを感じる事柄がある労働者の割
合は 60.9%で平成 19年調査の 58.0%から増加、またメンタルヘルス不調により連続 1か月以
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上休業又は退職した労働者がいる事業所の割合は 5,000人以上の大規模事業所では 92.3%となっ
ている。
　また、メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合は図 1のとおり平成 19年、平成
23年と比較して平成 24年には上昇しており、事業所規模別にみると、300人以上の規模では
99.1%と高い割合になっている。

　これらのことから、労者のストレスとストレスから不調となっている者の増加、メンタルヘル
スのケアに対する企業側の必要性の高まり、実際にメンタルヘルスケアを行っている事業所数の
増加という実状が明らかになり、労働者に対するメンタルヘルスのケアについて検討することの
重要性が高まっていると考えられる。
　また近年、日本では、企業の統廃合が増加して企業寿命が短くなったことにより転職・転勤を
経験する労働者が増えたこと、男女ともに介護・育児休暇を取得する機会の増加、グローバル化
により外国人と働く機会の増加など、労働者を取り巻く環境が変わり、労働者が従来よりも大き
な変化を経験することが多くなっていると考えられる。「平成 16年版労働経済の分析」（厚生労
働省，2004）によると、1990年から 2002年にかけて失業率の上昇とともに雇用不安を感じる
人が増加、理想とする仕事観の推移として、失業の不安のない職業を求める人も増加しているこ
とがうかがえる。「ホワイトカラー職場におけるストレッサーコントロールの必要性について」（労
働大臣官房政策調査部，2000）によれば、終身雇用を維持していない企業の労働者でストレス
を感じている割合は 72.7%で、維持している企業の労働者の 55.0%よりストレスが高いことや、
「本社スタッフの大幅スリム化」を実施している企業の労働者の 61.9%がストレスを感じ、実施
していない企業の労働者の 55.1%と比べて割合が高いことから、企業経営戦略の変化が労働者
に実際にストレスを与えることが推測される。
　このように変化の大きい環境の中にある労働者のメンタルヘルスの向上には、労働におけるス
トレスのコーピングだけでなく、変化への柔軟な対応力を身につけていることが必要となってい
ると考えられる。
　労働者のメンタルヘルスの悪化の予防についての施策としては、EAP（Employee Assistance 

Program：従業員支援プログラム）がある。EAPは、米国の労働組合におけるアルコール依存
者のケアから始まって日本にも広がっているが、米国での流れは、傷病休職者の職場復帰支援
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図 1　メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の変遷
（厚生労働省，2012，平成 24年「労働安全衛生特別調査（労働者健康状況調査）」の概況，第３図）
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や精神的不調者の早期発見・支援という従業員個人に対するサービスを行うという、いわゆる 2

次予防・3次予防から、健康増進などの 1次予防的対策を企業全体へ行うことも増えている一方、
日本では労働衛生行政の背景から、メンタルヘルスの問題は危機管理システムの 1つとして考え
られている（島・田中・大庭，2002）。また、この背景から日本では 2次・3次予防中心の EAP

が中心となっている（小杉，2006）。日本における EAPの課題としては、島・田中・大庭（2002）
では EAPだけでは収益性が上がらないことから日本では外部 EAPを行う企業がまだ少ないこ
と、外部 EAPの活用にも企業内部でメンタルヘルス活動を担う人材が不可欠であることが挙げ
られており、費用対効果に対するさらなる研究のデータの蓄積が必要であるとされている。日本
でも労働者の教育・育成に力を注ぐ 0次予防についても比重が移りつつあり（堀・長瀬・山口・
吉村，2012）、職務効力感を向上させることによってストレスの軽減だけでなく仕事へのポジティ
ブな関わりを増進させることや、キャリアや将来への不安を抱く従業員にキャリア開発について
の教育を行うことも有用であるとの示唆（島津，2009）もあるなど、日本での予防対策につい
ても変化が見られるが、現状ではまだ研究例が少なく、さらなる研究が望まれる。

2）レジリエンスとは
　2016年現在、「紀伊國屋 web store」では 18冊がビジネス分野の心理学関連で「レジリエンス」
をタイトルに冠した本がある（紀伊國屋 web storeで分類「ビジネス」で書名に「レジリエンス」
が含まれる書籍を 2016年 7月 9日検索）。ここから、災害や犯罪・事故に対してのレジリエン
スだけではなく、日々の労働の中でのストレスをどう扱っていくかにあたってもレジリエンスが
注目されていることがうかがえる。
　レジリエンスはもともと工学分野の復元力のことであり、現在では心理学の用語としても使わ
れている。2016年現在、心理学用語としてのレジリエンスの語の定義は研究者によって異なり、
定まった定義はまだ存在していない。下記の表 1に、レジリエンスの定義の例をまとめる。

表 1　レジリエンスの定義の例

提唱者 定　義
Luthar，Cicchetti, & Becker
（2000）

逆境にあっても心理的あるいは社会的な不適応症状や問題行動に陥るこ
とを是正し、前向きの適応をすることができる動的過程

Grotberg
（2003）

逆境に直面し、それを克服し、その経験によって強化される、また変容
される普遍的な人の許容力

Masten, Best, & Garmezy
（1990）

困難あるいは脅威的な状況にもかかわらず、得られる望ましい結果やそ
の結果が得られる過程、あるいはその過程を支える許容力や結果

小塩・中谷・金子・長峰
（2002）

困難で脅威的な状態にさらされることで一時的に心理的不健康の状態に
陥っても、それを乗り越え、精神的病理を示さずよく適応している状態

　レジリエンスの後天的獲得については、誰もが保持し、高めることができ、いかなる年齢であっ
ても向上させることができるとされている（Grotberg，2003）。さらに、平野（2010）ではレ
ジリエンスに関わる要因を収集して資質的な性質の強い要因と獲得的性質の強い要因への分類が
行われている。
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　レジリエンスが予防的に役立つかどうかについては、Connor，Davidson，& Lee （2003）で
レジリエンスが高いほど身体的・精神的健康状態が良好で PTSD症状が低いという結果が示さ
れている。したがってレジリエンスが高い人は外傷体験を受けても精神的健康状態を良好に維持
できると推測でき、レジリエンスを前もって高めておくことが、ストレスフルな体験後に精神的
健康状態を保つことに役立つ可能性があると考えられる。
　本研究では、レジリエンスは誰もが後天的に獲得し、介入によって高めることができるものと
捉える立場をとり、レジリエンスを高めることがメンタルヘルスの維持について予防的に役立つ
と考え、介入方法についての検討を行うこととする。

レジリエンスの尺度、その他の先行研究について
　レジリエンスの尺度は定義によって異なり、下位尺度も異なる尺度が複数作成されている。主
要な尺度について表 2にまとめる。

表 2　レジリエンス尺度の例

尺度名 開発者 下位尺度
RS （Resilience Scale） Wagnild & Young （1993） ・個人的コンピテンス

・自己と人生の受容
RSA （Resilience Scale for 
Adult）

Friborg, Hjmedal, 
Rosenvinge, & Martinussen 
（2003）

・個人的コンピテンス
・社会的コンピテンス
・家族凝集性
・ソーシャルサポート
・個人的構成

CD-RISC （Connor-
Davidson Resilience Scale）

Connor & Davidson （2003） ・個人のコンピテンス・規範・粘り強さ
・  自己信頼・否定的影響への耐性・スト
レスによる成長
・変化の肯定的受容・関係の保持
・コントロール
・スピリチュアルな影響

精神的回復力尺度 小塩・中谷・金 子・長峰（2002） ・新奇性追求
・感情調整
・肯定的な未来志向

BRS （Bidimensional 
Resilience Scale：二次元レ
ジリエンス尺度）

平野（2010） 資質的レジリエンス要因
・楽観性
・統御力
・行動力
・社交性
獲得的レジリエンス要因
・問題解決志向
・自己理解
・他者心理の理解

　RS （Resilience Scale）、RSA （Resilience Scale for Adult）、CD-RISC （Connor-Davidson 
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Resilience Scale）は「個人的コンピテンス」を下位尺度に持っている。
　日本で作成された尺度としては、精神的回復力尺度 （小塩・中谷・金子・長峰，2002）、前述
の平野（2010）で作成された BRS（Bidimensional Resilience Scale: 二次元レジリエンス尺度）
がある。

3）労働者のメンタルヘルスとレジリエンスの関連
　メンタルヘルスとレジリエンスの関連については、レジリエンスを高めるトレーニングに関す
るシステマティックレビュー（Robertson et al.，2015）において、レジリエンスが向上してい
る 5文献のうち、メンタルヘルスについても測定しているのは 3文献でありすべてメンタルヘ
ルスも向上しており、レジリエンスを向上させることによって、メンタルヘルスも向上すること
が推測できる。
　またこのシステマティックレビュー（Robertson et al.，2015）では、課題として、レジリエ
ンス向上プログラムの研究デザインや実施方法が一貫していないため最も効果的なプログラムの
内容や形式についての結論を導くことはできないと述べられていることから、日本の文献も含め
現時点の 2016年までの文献についてレジリエンスの語の定義やレジリエンストレーニングの現
状を検討することは意義があると考えられる。
　以上のように、日本の労働者のメンタルヘルスの現状として、企業側にもケアを行う必要性が
高まっていることが明らかになった。しかし、予防としてはまだ個人向けの 2次・3次予防が中
心であり、健康増進を目指して対策を企業全体に行う 1次予防の例はまだ少ないという問題点が
ある。レジリエンスを向上させることでメンタルヘルスも向上するのではないかと推測され、現
在までに行われているレジリエンス向上プログラムの検討を通じて、日本の労働者のメンタルヘ
ルスケアの予防を検討することは有意義であると考えられる。
　本研究では、トレーニングを通じてレジリエンスを向上させた先行研究があることから、レジ
リエンスは誰もが後天的に獲得し向上させることが可能であり、介入によって高めることができ
るものと捉える立場をとり、レジリエンスを高めることが労働者のメンタルヘルスの維持につい
て予防的に役立つと考え、介入方法と効果の検討を行う。特に、労働者に対するレジリエンス向
上の実施例と結果の検討を行うことで、日本の労働者のメンタルヘルスのケアにどのように生か
すことができるかを検討することを目的とする。その中で、労働者のレジリエンスの定義と尺度
のあり方についても検討し、今後の展望についても検討する。

3. 方法

1）英語文献の検索
　英語文献の検索では、データベース PubMed、Medline、PsycINFOを使用し、レジリエンス
のトレーニングについてのシステマティックレビューである Robertson et al. （2015）と同様の
期間であり、序論で述べた定義および尺度の論文が書かれた以前である 1989年から、現在まで
の 2016年の期間で、キーワード「resilien*」「training」「intervention」「work」をすべて含む
文献を検索した（アスタリスク *はあいまい検索のワイルドカードとして使用）。



人間学研究論集　第 7号

－ 118 －

2）日本語文献の検索
　日本語文献の検索では、データベース CiNii、J-STAGE、医中誌 webを使用し、1989年から
2016年の期間で、英語文献のキーワードをそのまま日本語に訳したキーワード「レジリエンス」
「トレーニング」「介入」「職場」をすべて含む文献を検索した。

3）尺度の選別
　レジリエンス尺度をまとめる際には、検索結果の文献で扱われているものを尺度として扱うこ
ととした。

4. 結果

1）レジリエンストレーニングの実施例
　英語文献の検索結果は、PubMed、Medline、PsycINFOの各データベースで 88件、43件、
146件であった。検索結果から重複、英語以外の言語を除き、20歳以上の労働者を対象にトレー
ニングの介入を行なったものを残した。
　また Robertson et al. （2015）のレジリエンストレーニングについてのシステマティックレ
ビューのレビュー対象文献 14件の中で、レジリエンス尺度を用いた測定のある 6件のうち、 上
記の検索に含まれていないものを追加した。
　その結果、レジリエンス向上プログラムの実施を行い、レジリエンスの向上結果とメンタル
ヘルスの向上結果について分析されているものとして、10件を分析対象とした。この 10件は、
Abbott，Klein，Hamilton，& Rosenthal （2009）、Burton，Pakenham，& Brown（2010）、
Carr，Bradley，Ogle，Eonta，Pyle，& Santiago （2013）、Grant，Curtayne，& Burton （2009）、
Pidgeon，Ford，& Klaassen （2014）、Pipe，Buchda，Launder，Hudak，Hulvey，Karns，
& Pendergast （2012）、Shane （2016）、Sherlock-Storey，Moss，& Timson （2013）、Sood，
Prasad，Schroeder，& Varkey （2011）、Waite & Richardson （2003）であった。
　日本語文献の検索では、CiNii、J-STAGE、医中誌 webの結果はどのデータベースについて
も 0件であった。そこで、キーワードの条件を少しゆるめ「レジリエンス」「トレーニング」「介
入」のみとして検索を行った。
　CiNiiでは該当は１件、J-STAGEでは該当は 7件であったが、どれも労働者のみを対象とし
たトレーニングには該当しなかった。医中誌 webでは該当は２件であり、労働者のみを対象と
したトレーニングに限ると１件となり、谷口（2012）が該当した。
　以上のように抽出した英語文献 10件と日本語文献１件について、各研究でのレジリエンスの
定義、介入によるレジリエンスの向上の有無、研究デザイン、職種、サンプル人数と男女比、介
入内容、介入方法、データの収集タイミング、使用されているレジリエンス尺度、介入によって
向上した下位尺度等について、表 3にまとめた。
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表 3　各研究における内容の比較

研究者
（発表年） 定義

レジリ
エンス
が向上
（X）

研究
デザ
イン

職種 サンプル人数
（男女比） 介入期間

Abbott et al.
（2009）

人が、今まで行ったことのないような課
題、挫折、葛藤に直面してやり抜く能力 － RCT

セールス
マネージャー

53人
（男性が大部分）

10週間のオンライント
レーニング。

Burton et al.
（2010）

ストレスや逆境に対処し、適応し、そこ
から回復する人間の能力 － T 大学職員

16人
（85%が男性
（18人中15人））

2時間 11セッションの
グループトレーニング

Carr et al.
（2013） 定義の記述なし － T 米国軍隊員 160人

（情報なし）
12週間、毎週レジリエン
ストレーニング。

Grant et al.
（2009） 定義の記述なし X RCT 管理職 41人

（女性が大部分）

10週間、グループまた
はマンツーマンの、コー
チング、レジリエンスト
レーニング。

Pidgeon et al.
（2014）

ストレッサーが圧倒的な場合に、逆境に
直面して対処・適応し、そこからたち戻
る能力

－ RCT 福祉スタッフ 35人
（女性が大部分）

2.5日のグループのリト
リートレジリエンスト
レーニング。

Pipe et al.
（2012）

人生の絶えず変化する状況に適応し、ス
トレッサーや潜在的なストレッサーから
すぐに回復する能力

－ T
腫瘍科スタッ
フとヘルスケ
アリーダー

参加者100人中
88人が女性。
合計44人が
データ対象。

5時間と 2時間のセッ
ション。
プログラムには自由参加。

Shane
（2016）

「逆境にポジティブに適応する能力」と
されることが多く、「教えることができ
発展させることができる動的プロセス」
が広く同意を得ている

X RCT 会社員

28人
（男女割合の記
述なし。偏りが
少なかったこと
が推察される）

1回 1時間のレジリエン
スプログラムを 5週間。
計 5時間。

Sherlock-Storey
et al.（2013）

問題や逆境に悩まされたときに、持ちこ
たえ、回復し、さらにそれを超えて、成
功を手にいれること

X T
公的機関の
中間管理職

12人中
9名が女性

6週間のレジリエンス
コーチングトレーニング。
3週間の間を空けて計 3
日間のコーチング。

Sood et al.
（2003） 逆境に耐える個人の能力 X RCT 内科医

32人
（53%男性、

47%女性）

90分のマンツーマン
セッション。

Waite & Richardson
（2003）

誰もが持っている、スピリチュアルな力
の源泉と調和しながら自己実現と利他主
義の追求を促す力

－ RCT 公務員
150人

（参加者の多数
が若い女性）

1回 7時間のレジリエン
ストレーニングを週 1回、
5週間。

谷口
（2012）

ストレスのために一時的にダメージを受
けたとしても、混乱を統合し、自己を立
て直す内的な力であり、その経験によっ
てあらたな価値を獲得する能動的な過程

X RCT 看護師 37人
（全員女性）

自己イメージワークのプ
ログラムについて 2時間
の研修。講師とアシスタ
ント 1名ずつで 19名に
対して行う。
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表 3　各研究における内容の比較

トレーニング内容 実施方法 追加トレーニ
ングの実施

データの
収集タイ
ミング

レジリエンス
尺度

介入によって
向上した下位尺度

研究の行
われた国

オンライントレーニング オンライン －
介入前後、
フォロー
アップ

－ － オースト
ラリア

マインドフルネスと共感をベースとしたプラ
クティス

グループベース
のセッション － 介入前後 － － オースト

ラリア

レジリエンスプログラム

グループベース
のセッションと
マンツーマンの
組み合わせ

－ 介入前後

CD-RISC
（Connor & 
Davidson 
Resilience 
Scale）

－ アメリカ
合衆国

コーチング

グループベース
のセッションと
マンツーマンの
組み合わせ

－ 介入前後

CHS
（Cognitive 
Hardiness 
Scale）

下位尺度についての
記述なし

オースト
ラリア

マインドフルネスと共感をベースとしたプラ
クティス。あたたかい感情と自分と他人をケ
アを促すようなマインドトレーニングプラク
ティス

グループベース
のセッション

グループベー
スのブース
ター（追加の）
セッション

介入前後、
フォロー
アップ

RS-14
（Resilience 
Scale）

－ オースト
ラリア

「トランスフォーミングストレス」ワーク
ショップ。ボディ・マインド・スピリットへ
のストレスの影響と、ストレス反応を自己制
御する方法を学ぶ複数のテクニックにフォー
カスする。

グループベース
のセッション － 介入前後 － － アメリカ

合衆国

レジリエンスプログラム。

ワークショップ
（複数人参加。
参加率の記録、
会ったことのな
い人の交流、の
記述あり）

－ 介入前後
RAW
（Resilience at 
Work）Scale

「自分の天職を見つ
ける」、「大局観を維
持する」、「ストレス
を管理する」、「協力
しあいながら交流す
る」、「健康を維持す
る」が向上。

オースト
ラリア

コーチング。 マンツーマン － 介入前後

PCQ
（Psychological 
Capital
（PsyCap）
Questionnaire）

レジリエンスはPCQ
のうちの下位尺度の
ひとつ。他の下位尺
度のうち「希望」、「楽
観性」が向上。

イギリス

SMART（Stress Management and 
Resiliency Training）プログラム。多様な認
知行動療法で構成される。2つの人間の経験
の側面に対処する、つまり注意と解釈である。
参加者は構造化された短いリラクセーション
の介入の中でトレーニングを提供される。

マンツーマン

個人のニーズ
をベースとし
たフォロー
アップセッ
ション

介入前後 CD-RISC
下位尺度についての
記述なし

アメリカ
合衆国

多様な認知行動療法で構成される。メンタル
およびスピリチュアルな健康を増進させるた
めにデザインされた生態心理学スピルチュア
ル強化プログラムの介入である。
PRRR（Personal Resilience and Resilient 
relationships）プログラムというトレーニン
グ。

グループベース
のセッション

何が行われて
いたかを参
加者にイン
フォーマルに
報告する機
会を提供する
フォローアッ
プレビュー
セッション

介入前後、
フォロー
アップ

RES
（Resilience and 
Reintegration）

－ アメリカ
合衆国

①チェックリストを用いたパーソナリティと
メンタルヘルスの自己理解による自己変容の
動機付け②コーチングよる自己変容目標の設
定③実施するワークの理解を促す目的で、自
己イメージの変容理論についてガイダンス④
イメージワークの実施

グループベース
のセッション － 介入前後 －

「自己価値観」、「問
題解決型行動特性」、
「情緒支援認知（家
族）」、「特性不安」
が優位に改善

日本
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2）レジリエンス尺度と下位尺度
　また、レジリエンス尺度については、11件中計 6件で 5つの尺度が使用されていた。使用さ
れている尺度の下位尺度の共通項目や類似項目の有無を検討するため、レジリエンス尺度と、文
献の定義、下位尺度を表 4にまとめた。Grant et al.（2009）で使用されている CHS（Cognitive 

Hardiness scale） （Nowack，1990）は、ハーディネスを測定する尺度であるが、下位尺度として、
同等に比較することとした。また、PCQ（Psychological Capital Questionnaire）の下位尺度は
「希望」「楽観性」「レジリエンス」「自己効力感」で、レジリエンスは下位尺度の１つであり、レ
ジリエンスの定義は「問題や逆境に悩まされたときに、持ちこたえ、回復し、さらにそれを超え
て、成功を手にいれること」であった（Luthans & Avolio，2007）。

表 4　尺度における下位尺度、定義

尺度 下位尺度
尺度の文献における
レジリエンスの定義

使用している文献

CD-RISC（Connor ＆ 
Davidson Resilience 
Scale）
Connor ＆ Davidson, 
（2003）

「個人のコンピテンス・規範・
粘り強さ」
「自己信頼・否定的影響への
耐性・ストレスによる成長」
「変化の肯定的受容・関係の
保持」
「コントロール」
「スピリチュアルな影響」

逆境に耐える個人の能力 Carr et al.（2013）， 
Sood et al.（2011）

CHS（Cognitive 
Hardiness scale）
（Nowack, 1990）

「関わり」
「挑戦」
「コントロール」

レジリエンスについての尺
度ではないため、定義につ
いての記述なし

Grant et al. 
（2009）

RS-14 （Wagnild, 1993） 「個人的コンピテンス」
「自己と人生の受容」

ストレスのネガティブな影
響を緩やかにし、適応を促
すパーソナリティ特性

Pidgeon et al. 
（2014）

RAW（Resilience at 
Work） scale （Winwood 
et.al., 2013）

「ありのままの自分を生きる」
「自分の天職を見つける」
「大局観を維持する」
「ストレスを管理する」
「協力しあいながら交流する」
「健康を維持する」
「ネットワークを構築する」

教えることができ発展させ
ることができる動的プロセ
ス

Shane（2016）

PCQ（Psychological 
Capital Questionnaire:  
PsyCap Questionnaire）
（Luthans & Avolio, 
2007）

「希望」
「楽観性」
「レジリエンス」
「自己効力感」

問題や逆境に悩まされたと
きに、持ちこたえ、回復し、
さらにそれを超えて、成功
を手にいれること

Sherlock-Storey et 
al. （2013）

RES（Resilience 
and reintegration）
（Richardson, 2002）

記述なし 誰もが持っている、スピリ
チュアルな力の源泉と調和
しながら自己実現と利他主
義の追求を促す力

Waite & 
Richardson （2003）
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3）メンタルヘルスとの関連
　メンタルヘルスについて介入前後の測定を行っていたものは、Sherlock-Storey et al. （2013）、
Sood et al.（2011）、Grant et al.（2009）の３件であり、いずれも介入後に向上していた。

5. 考察

1）レジリエンスの定義と尺度
　先に述べたように、レジリエンスは定義によって尺度は異なり、トレーニングや測定の内容も
左右される。したがって、まずはレジリエンスの定義と尺度について検討した。
　最初に、職場でのレジリエンスの定義をどう捉えるかについて論じる。
　本研究の対象文献 11件における定義を検討すると、結果の表 3の定義の列から、定義のない
ものは 2件（Carr et al.,2013; Grant et al.,2009）、なんらかの能力としているものが 5件（Abbott 

et al.，2009; Burton et al.，2010; Pidgeon et al.，2014; Pipe et al.，2012; Sood et al.，2003）、
能力という言葉ではなく力としているものが 1件（Waite & Richardson，2003）であった。また、
Shane（2016）では、「能力、あるいは…（略）…プロセス」とされており、谷口（2012）では、
「力であり、…（略）…過程」とされていた。Sherlock-Storey et al. （2013）では「力」という
定義はされていなかった。11件中、定義のない 2件を除くと 9件中、「能力」を含む定義を持つ
文献は 6件であって半数以上を占め、「能力」を含めた「力」を含む定義を持つ文献は 8件であり、
ここから、レジリエンスは「力」であると定義できると考えられる。また、介入によって後天的
に高めることができる要素を含む、という意味においても、レジリエンスを個人の持つ「力」と
定義するのは妥当であると考えられた。
　次にそれはどのような力であるかについては、「課題に直面してやり抜く」（Abbott et al.，
2009）「逆境に耐える」（Sood et al.，2003）という「自分にとって苦しい状況を耐えてやり抜
く」という定義が 2件、「ストレスや逆境に対処・適応し、回復する」（Burton et al.，2010）、
圧倒的なストレッサーのある逆境に直面して「対処・適応」して「たち戻る」（Pidgeon et al.，
2014）、絶えず変化する状況に「適応」「回復する」（Pipe et al.，2012）、「自己を立て直す」（谷口，
2012）という「回復」を含める定義が 4件、「逆境にポジティブに適応する」（Shane，2016）、「自
己実現と利他主義の追求を促す」（Waite & Richardson，2003）という、「回復だけでなく以前
よりも良くなる」という定義が 2件であり、過程についても「あらたな価値を獲得する過程」（谷
口，2012）と以前よりも良くなるという定義が見られ、力を含まない定義にも「持ちこたえ」「回
復し」「それを超えて成功を手に入れる」と、「以前よりも良くなる」という表現が示されていた。
　本研究の対象文献で定義を示していた９件の定義に含まれていた意味合いを全体的に取り入れ
るということと、本研究では、労働者のレジリエンスを考えることから、単なる「回復」だけで
なく「成長」を含めることが重要であると考えられ、これらの結果を踏まえ、レジリエンスは逆
境やストレスに対処・適応して回復する力であり、回復の過程においてあらたな価値を獲得する
ものである、と定義できると考えられた。
　また、レジリエンス尺度については、尺度が研究により異なるため比較は困難であるが、下位
尺度の共通項目や類似項目を検討した。結果の表 4より、共通している下位尺度は、CD-RISC
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と CHSに共通する「コントロール」で、RAW scaleの「ストレスを管理する」にも類似すると
考えられる。また、CD-RISCの「変化の肯定的受容・関係の保持」の「関係の保持」の部分と
CHSの「関わり」、RAW scaleの「協力しあいながら交流する」「ネットワークを構築する」と
類似すると考えられる。また、こうした概念は表 2の下位尺度でも、RSAの「ソーシャルサポー
ト」にも見られる。したがって、レジリエンスの下位尺度として「他者や周囲との関わりを持つ
こと」が複数の尺度で測定されているといえる。また、CD-RISCと RS-14には「個人のコンピ
テンス」が共通している。
　これらの点から、異なる尺度においても類似した下位尺度が含まれていることが判明した。そ
の類似した下位尺度としては、「コントロール」、「周囲との関わり」、「個人のコンピテンス」が
挙げられる。
　さらに、向上した下位尺度について検討すると、表 3より、レジリエンスが向上した 5件中、
具体的な記述があるのは、２件（Shane，2016; 谷口，2012）のみであった。Shane（2016）では、
「自分の天職を見つける」、「大局観を維持する」、「ストレスを管理する」、「協力しあいながら交
流する」、「健康を維持する」であり、谷口（2012）では、「自己価値観」、「問題解決型行動特性」、
「情緒支援認知（家族）」、「特性不安」が優位に改善された。下位尺度とは異なるが、Sherlock-

Storey et al. （2013）では、レジリエンスを下位尺度のひとつとする PCQのうち、レジリエン
スとともに、「希望」、「楽観性」が向上した。
　以上の結果をまとめると、本研究では、労働者のレジリエンスに共通して含まれる下位尺度
は「コントロール」、「周囲との関わり」、「個人のコンピテンス」であると考えられる。また、改
善された下位尺度についての記述は少ないため共通項目を見出すにはデータが少ないと考えられ、
さらなる研究の蓄積、対象の抽出が必要であるといえる。
　また、先行研究である労働者のレジリエンストレーニングのシステマティックレビュー
（Robertson et al.，2015）で推奨されている定義は RAW scale （Winwood et.al.，2013）であり、
本研究でこの定義を使用した研究は Shane（2016）が該当し、結果として労働者のレジリエン
スは向上するトレーニングが行われていた。労働者に特化したレジリエンス尺度として適当なも
のであるかどうかは、さらなる研究によって明らかになると考えられる。

2）レジリエンス向上に効果のある介入
　次に、どのような介入に効果があったかについて検討する。
　レジリエンスの向上が示されている文献とは、介入前後にレジリエンス尺度を測定し介入後に
優位に改善していたもので、表 3の「レジリエンスが向上」の列に示される 5件であり、グルー
プトレーニングとマンツーマンの組み合わせである Grant et al.（2009）、ワークショップであ
る Shane（2016）、マンツーマンのプログラムであった Sherlock-Storey et al. （2013）と Sood，
et al. （2011）、コーチングを一部に含む谷口（2012）であった。
　マンツーマンのトレーニング 2件、マンツーマンの介入を含むトレーニングが 1件あること
から、マンツーマンでの介入は有効な介入の 1つであると考えられる。また、コーチングトレー
ニングも２件あり（Sherlock-Storey et al.，2013; Grant et al.，2009）、谷口（2012）にも一
部であるがコーチングが含まれていることから、コーチングトレーニングもレジリエンスの向上
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に有効であると考えられる。
　レジリエンスが向上したとされる各文献のトレーニング内容は具体的には下記のとおりである。
　Sherlock-Storey et al. （2013）は英国の研究で、ワークブックを使用して 3回のコーチングで
レジリエンスについての理解、レジリエンスとウェルビーイングについての目標設定と向上、コー
チング終了後も自ら向上・維持を行うサポートが行われた。
　マンツーマンのもう１件（Sood，et al.，2011）は米国の研究で、トレーニング内容は多様な
認知行動療法で構成された。
　Grant et al. （2009）はオーストラリアの研究で、管理職に対してコーチングによって、目標
達成、レジリエンス、職場でのウェルビーイングを高めようとするものであった。コーチングは
管理職の目標達成を支援するものであってレジリエンスの向上を直接目指すものではないが結
果としてレジリエンスは向上していた。この理由としては、目標を達成の過程で自己調節サイ
クルが働くようになり、レジリエンスも向上したのではないかと述べられている（Grant et al.，
2009）。これは共通して見られた下位尺度の一つである「コントロール」とも共通すると考えら
れる概念である。
　Shane（2016）はオーストラリアの研究で、各下位尺度を向上させるワークショップを集団
を対象として 5時間行うものであった。
　谷口（2012）では、看護師に対してメンタルヘルスとレジリエンス向上を目的とした２時間
の集団介入が行われ、具体的には、自己理解による自己変容の動機付け、コーチングによる自己
変容目標の設定、自己イメージの変容理論についてのガイダンス、イメージワークの実施が行わ
れた。
　以上のように、効果のあった介入について具体的な方法・内容を概観した。レジリエンストレー
ニングの有効性と課題については、Robertson et al. （2015）では、メンタルヘルスと主観的健
康を向上させる有効な手段であり個人のレジリエンスを向上できるとしながらも、研究デザイン
や実施方法が一貫していないため最も効果的な内容や形式についての結論を導くことはできない
と述べられている。さらに、今後の研究では比較デザインを使用して異なるトレーニングの方法
の効用を評価することが重要であり、レジリエンスがどのように定義され、発達し評価されるか
という観点から一貫性を実証することが不可欠とされている（Robertson et al.，2015）。本研究
でも同様に、尺度の不一致から比較により効果的な方法を見出すことはできないという課題が見
受けられ、その根底には定義が曖昧であることが指摘できると考えられる。また、労働時間中に
トレーニングを行うためか、コントロールグループを設けない介入も多く見られたが、比較デザ
インを用いることでの効果の評価も必要であると考えられる。
　本研究で分析対象となった文献ではマンツーマンのトレーニングとコーチングで成果があげら
れているが、該当するのは英国、米国、オーストラリアの研究であり、日本ではマンツーマンの
トレーニングについての研究は現時点ではまだあまり見られず、企業が行う研修としては一般的
ではないのが現状である。コーチングプログラムが成果を上げるのは、共通して見られた下位尺
度の一つである「周囲との関わり」が関連していると考えられ、レジリエンス向上プログラムを
考える上で重要な一側面になると考えられる。
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3）レジリエンストレーニングとメンタルヘルスの関連
　本研究で見られたレジリエンストレーニングと日本の労働者のメンタルヘルスとのつながりに
ついて述べる。
　メンタルヘルスとレジリエンスのトレーニングの関連については、本研究の 11件の対象文献
中、レジリエンスが向上した 5件のうち、メンタルヘルスについても測定していたのは 3件で、
どの文献においても向上していた。ここから、今後の日本の労働者向けのメンタルヘルス向上プ
ログラムを考えるにあたって、レジリエンス向上を目指す介入は有用であると考えられる。しか
し、研究の実施国は日本以外の国は英国、米国、オーストラリアであることから日本と労働観の
相違もある可能性があり、効果のあった介入を適用する際には労働観の違いも考慮して適用する
ことが必要であると考えられる。

4）今後の課題と展望
　労働者対象のトレーニングの課題としては、11件全体を検討の結果、ドロップアウトつまり
トレーニングを完遂しなかった参加者が多いことと、時間の確保が考えられる。ドロップアウト
の割合については Abbott et al. （2009）では 26人のうち 14人が時間不足の理由でドロップア
ウトした。また Burton et al. （2010）はプログラムを完了した参加者 16人のうち全 11セッショ
ンに出席したのは３人のみで、欠席の主な理由は仕事上の会議や休暇と重なったからであった。
　時間の確保については、上記のようにドロップアウトの要因の一つとなっていることから、工
夫として Abbott et al. （2009）でオンラインのトレーニング、Sherlock-Storey et al. （2013）で
オンライン調査の利用が見られ、このような工夫は増えていくことが推測される。日本で行うこ
とになった場合にもドロップアウトを減らすためにトレーニングの優先度を上げて積極的に受講
されるようにすることが望まれる。マンツーマンで行うのであれば複数のコーチが様々な時間に
対応可能とする等も時間の確保につながることとして重要であると考えられる。
　本研究の限界として、今回の分析対象文献は、限られた単語による文献検索の分析であること
があげられる。例えば、「看護師」等の専門職の研究では「職場」ではなく専門職名での表記となっ
ていることから抽出対象となっていない文献がある可能性、また「レジリエンス」の定義の曖昧
性から「レジリエンス」の語を含まない文献において同様の要素を高めようとする類似トレーニ
ングが行われている可能性が考えられる。すなわち、本研究で分析対象とした文献は、ごく限ら
れた文献における共通点、類似点、相違点についての限定的な内容になっている可能性があるこ
とは否めない。検索に使用する単語についてさらなる精査、検討を行い、文献をより広く求めて
分析を行うことが必要であると考えられる。
　研究デザインとしては、本研究での検討対象となった 11件中で 4件がコントロールグループ
のない研究であったことから、エビデンスのさらなる蓄積が望まれる。
　今後のレジリエンス向上プログラムの展望としては、本研究での結果においても大学職員、福
祉スタッフ、公務員、管理職、看護師など複数の職種でトレーニングが行われていることから、
限られた分野ではなく数多くの職種で重要視されていることが推測され、有効な向上プログラム
の開発は社会に有用であると考えられる。トレーニングの内容が一定ではなかったことは、レジ
リエンスの定義の未確立以外の要因として、職種によって必要とされる内容が異なることも考え
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られる。したがって、職種を超えて有効な一律のトレーニング内容を検討するだけでなく、各職
種に特化した効果の高いプログラムを検討することも有用であると考える。
　日本の企業においてもメンタルヘルスが重視されているが、予防については 2次・3次予防が
主であり、欧米のような 0次・１次予防はまだ主流ではないのが現状である。レジリエンスの
トレーニング実施によるメンタルヘルスの悪化の予防は、健康増進を目指した対策を企業全体に
行う 1次予防や、労働者の教育・育成である 0次予防にあたると考えられ、日本でも今後検討
が進められるトレーニングの一つであると考えられた。
　本研究では、レジリエンスを向上させる介入によって、メンタルヘルスを維持することができ
る可能性が示された。したがってたとえば、労働者のレジリエンスに共通して含まれる下位尺度
として上がってきた「コントロール」、「周囲との関わり」、「個人のコンピテンス」について検討
すると、事業所のメンタルヘルスのセルフケアのトレーニングとして、レジリエンスの概念の理
解の援助、周囲との関わりの推進についての自己検討と実践、ストレスを受けた後の対応の検討
等を行うことで「個人のコンピテンス」や「コントロール」を高める基盤となる知識の提供を行っ
てレジリエンスを高め、そのことが労働者の心の健康を高めることに有用となる可能性がある。
また「周囲との関わり」には普段の職場風土の醸成や、ワークライフバランスを高めることによっ
て仕事以外での周囲との関わりを強めることを推奨することも有効であると考えられる。欧米と
日本での労働観の違いも関連すると考えられるため、欧米の研究で成功したトレーニング例をそ
のまま適用するのではなく日本の労働環境や日本における労働観に合わせて取り入れることが有
用であると考えられる。

6. 結論

　このように、本研究では先行研究により、労働者のレジリエンスを高めるために効果のあるト
レーニングがあり、同時にメンタルヘルスや変化への対応力を高める可能性があることが示唆さ
れた。日本でも今後レジリエンスへの関心が高まりトレーニングが行われるとすれば、専門知識
を持つトレーナーやコーチによって個人のみでは行えないような専門的なトレーニングが行われ
ることによって成果が挙げられることが望まれ、そのことによって現在も関心の高まっている労
働者のメンタルヘルスへの向上につながるのではないかと考える。また現在では定まっていない
レジリエンス尺度の中でも共通する下位尺度が複数存在する可能性が明らかになったため、それ
らの下位尺度を高めるトレーニングが特に効果をもたらす可能性も考えられ、日本の労働者の状
況に適した形でトレーニングが行われることが肝要であると考える。
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